
令和６年８月７日 

地方公共団体の皆様へ 

総務省東北総合通信局からのご案内 

「自治体ＣＩＯ育成地域研修」のご案内 

～標準システム移行直前の課題検討およびデジタル人材育成参考ガイドブックの検討～ 

このたび、総務省東北総合通信局では一般財団法人全国地域情報化推進協会（通称：APPLIC）との共

催により、下記のとおり「自治体ＣＩＯ育成地域研修」を開催いたします。 

この研修講座は、時事のデジタル化動向を踏まえ、平成２５年度から毎年実施しているものです。 本

年度は、自治体ＤＸ推進計画（フロントヤード改革・標準化・ガバメントクラウド・デジタル人材育成対

応等）、改正個人情報保護法、マイナンバーカード活用の広がりなど、デジタル化が推進される状況にお

いて、自治体がどのように対応すべきか、実践的な解説及び検討をしていきます。 

特に今回、APPLICは令和６年度公開予定である、総務省「地方公共団体向けデジタル人材育成参考ガイ

ドブック」※の策定を受託しており、その検討内容を参考に、デジタル人材育成の進め方や手法を紹介し

ていきます。 

本研修では、次のポイントをテーマとして、システムを取り扱う情報システム部門や業務主管課部門

職員の方々に参加していただくことにより、これらの問題解決のスキルアップを図るものです。 

※本ガイドブックの正式版は令和７年３月に総務省より公表予定です。

（研修のポイント） 

○ 標準システム移行対応：令和7年度までの標準システム移行直前の課題整理

○ デジタル人材の確保育成：デジタル推進リーダーを中心とした人材育成をどうするのか

○ フロントヤード改革対応： 従前の窓口対応や郵送に加えて、どのように業務を整理すべきか

この研修は平成１８年より継続して実施されているＣＩＯ育成研修（APPLIC・総務省共催の、自治大学

校(東京都立川市)での５日間の特別研修）へのステップアップの入門編として実施します。 

自治大学校の講座では、概論だけでなく、実践的に対応できる知識を、ワークショップ等を通じて体

験し、全国に人脈を形成することができると好評です。 

本年度は集合研修として開催します。（要申込） 
※新型コロナウイルス感染症の影響により、開催中止又はWeb会議システム(Teams等)を用いたオンラ
イン形式のみに変更しての実施となる場合もございます。

地方公共団体職員の皆様の参加をお待ちしています。 

記 

１ 開催目的 

自治体ＤＸ推進計画やガバメントクラウド移行、自治体フロントヤード改革を踏まえたＢＰＲなど、

地方公共団体のデジタル化を取り巻く環境が大きく変化する中、これらに取り組むために専門的な知

識及び技能を有するデジタル人材の充実が求められています。これらの新たな取組への正しい理解と導

入に必要なスキル・ノウハウの習得を図るため、総務省で開発した研修教材（「７ 研修教材」の項を

参照）の引用および令和５年12月のデジタル人材確保育成指針に基づく人材育成参考ガイドブック

（令和６年度公開予定）の検討内容を参考にしつつ、令和６年時点最新のデジタル化動向と対策の概

要が理解できる研修講座を各地域で実施し、地方公共団体のデジタル政策やシステム調達・運用に関

わる職員の育成等を目指すものです。 

別紙 



２ 主催団体 

総務省東北総合通信局 一般財団法人 全国地域情報化推進協会（APPLIC） 山形県 

３ 開催日 

令和６年９月１２日（木）から９月１３日（金）までの２日間 

４ 開催場所 

山形県生涯学習センター遊学館 第２研修室 

５ 募集対象者及び募集人数 

（１）募集対象者 

• デジタル推進リーダーとして指名された方

• 人材育成担当者

• 地方公共団体の情報政策及びシステム調達・運用に係る情報政策部門

• 基幹業務部門の中堅・若手職員

• 自治体ＤＸ・オンライン手続き、セキュリティ強靭化・個人情報利活用等デジタル化対応に係
る職員

• 全庁・組織間の情報政策に問題意識ある中堅・若手職員

• APPLIC「自治体ＣＩＯ育成研修」未修了者（過去５年以上前の修了者を除く）

（２）募集人数 

２０名程度（４名程度のグループにて受講・演習（討議）） 

６ 参加費 ：無料 

ただし、受講する職員の費用（交通費（駐車場代を含む※）・宿泊費・食費等）は、各自でご負担

ください。 

※ 駐車場の用意はございませんので、なるべく公共交通機関をご利用ください。お車でお越しの場

合は近隣の駐車場をご利用ください。

７ 研修教材 

「自治体ＣＩＯ育成地域研修」（旧 自治体クラウド・情報連携のための研修講座） 
※ 研修教材は参加者各自が総務省ホームページからダウンロードの上、カリキュラムの該当章
（1-2, 1-3）を印刷して持参して下さい（白黒 2up でも結構です）。
総務省ホームページ
https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/cio_kyozai.html
令和６年版の追加教材は、研修終了日の翌日以降、受講生へ資料DL先を提示します。また、教材に
変更がある場合は、APPLIC より受講者にメールで通知します。

８ 参加申し込み方法等 ：以下 Webフォーム（APPLIC サイト）より申し込みください。 

Web フォーム： https://forms.office.com/r/NXXtpVLdk8 

申込締切り ： 令和６年９月９日（月）１７ 時 （定員になり次第、締切りになります。） 
※メールアドレスなど申込時にいただいた個人情報は、今回の研修講座開催に関する事務手続きの
みに使用します。研修講座終了後は適切に廃棄します。

＜申込・問合せ先＞ 
一般財団法人 全国地域情報化推進協会 企画部 宮村 
電話：03-6272-3490 E-mail：cloud-kensyuu-jimu(at)applic.or.jp 
※実際にメールを送られる際には(at)を小文字の＠に置き換えてください。

９ 時間割等 （カリキュラムは変更される可能性があります。） 

講師 ： 一般財団法人全国地域情報化推進協会 参与 
総務省地域情報化アドバイザー 高村 弘史（たかむら こおし）氏 

（東京都八王子市非常勤特別職デジタル推進専門官） 

http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/cio_kyozai.html
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/cio_kyozai.html
http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/ictseisaku/ictriyou/cio_kyozai.html


＜2024 年度版＞ 
時限 時間 ９月１２日（１日目） ９月１３日（２日目） 

研修内容 研修内容 

- 10:00～10:20 集合・挨拶・導入 集合 

１ 10:20～11:20 【追加教材】 
自治体ＤＸ推進計画等デジタル化への対応 
・国やベンダーの動きと行うべき対応
1-2 自治体における効果的なICT利活用
・自治体ICTの経緯
・全体最適化の重要性

【追加教材】 

自治体ＤＸ推進手順書別冊 

デジタル人材育成参考ガイドブックでの検討事

項 

人材育成のポイントと進め方 

２ 11:30～12:30 【追加教材】 
情報化計画とアクションプラン 

【追加教材】 
デジタル時代の情報セキュリティ 

３ 13:30～14:30 【実習】 
デジタル化に係る問題共有と分析 

【実習】 
これからの課題対応における取組事項の整理 

４ 14:40～15:40 

５ 15:50～16:50 【追加教材】 

ＩＴガバナンスのポイント 
【追加教材】 

フロントヤード改革と総合窓口

1-3_住民視点の窓口サービスの実現

- 16:50～17:00 挨拶・解散 挨拶・解散 


	本年度は集合研修として開催します。（要申込）

